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史上初の女性大統領誕生
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概　　況
　国内政治は総選挙と大統領選挙の「ダブル選挙」を中心に推移した。与党セヌ
リ党は朴槿恵非常対策委員長を中心に年初から体制立て直しに努め， 4月の総選
挙で勝利を収めた。この過程で朴委員長は与党と李明博大統領をうまく差別化し，
保守勢力結集に成功した。満を持した与党は朴槿恵を候補に据えて安定感ある戦
いぶりをみせ，最終的に勝利を収めた。一方，野党は迷走が目立った。前年から
続く「安哲秀旋風」の取り込みを果たせずに，勢力の統一にも失敗した。このた
め，総選挙，大統領選挙ともに苦戦を強いられ，結局どちらも敗北を喫した。
　経済は，ヨーロッパの債務問題や中国経済の減速などの影響による外需不振，
そして年後半から顕在化したウォン高傾向によって牽引役の輸出が大きく減速し，
設備投資の抑制傾向も重なって景気後退がいっそう深化した。建設や不動産市況
の長期的な低迷は個人消費や建設投資など内需を冷え込ますとともに，中小金融
機関の経営不安や家計負債の膨張にもつながっていった。企業業績では一部の大
企業グループの飛躍が目立つ一方で，その他は低迷や悪化に苦しむという二極化
傾向が露わとなった。大統領選挙では「経済民主化」が重要争点となり，与野党
ともに「親庶民」的なポピュリズム公約が乱立した。
　対外関係では，南北関係が好転しないまま推移した。朝鮮民主主義人民共和国
（北朝鮮）による 2度にわたるミサイル発射は金正恩新体制に対する淡い期待を打
ち砕いた。対日関係は 8月の李大統領による竹島上陸や慰安婦問題の提起などに
よって関係が悪化した。天皇への謝罪要求とも取れる李大統領の発言などもあり，
日本の対韓世論は硬化した。北朝鮮の不安定な動きを背景に，対米関係は防衛面
を中心に引き続き緊密な連携が保たれた。対中関係は，韓国人人権活動家に対す
る拷問疑惑や離於島管轄権を巡る問題など個別案件での摩擦が続いたが，韓中
FTAの政府間交渉開始など，関係の深まりもみられた。

2012年の韓国
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国 内 政 治

党名変更と政策修正で総選挙に備えた与党
　2012年には総選挙と大統領選挙という 2つの重要な国政選挙が行われた。年初
の韓国国内政治は，ダブル選挙モードのなかでの幕開けとなった。
　与党ハンナラ党は，2011年秋のソウル市長選での敗北や中央選管サイトへの攻
撃などの党内不祥事で負った痛手から立ち直るため，2012年年初より朴槿恵非常
対策委員長を中心に再編が進められ，李明博大統領からの決別を目論んだ。
　当初，集団指導体制の導入など抜本的な改革を求める声もあったが， 4月の総
選挙までに対処しえないために先送りとなった。代わりに浮上したのが党名の変
更であった。党付設の汝矣島研究所が支部長（党協委員長）を対象に実施したアン
ケートの結果，党名変更に関して賛成50％，反対38％であった。これを受け，ハ
ンナラ党は 1月26日に党名変更を決定し， 2月13日には「セヌリ党」（「新しい世
の中の党」の意）として再出発した。
　これと並行して，与党はそれまでの新自由主義的な政策基調を修正，南北対話
や普遍的福祉の重視を打ち出し，総選挙向け政策の柱に据えた。具体的には，旧
綱領中の「北朝鮮の自由民主主義体制転換」という北朝鮮にとって刺激的な表現
を削除するとともに，普遍的福祉を前面に掲げる野党民主統合党に先んじて 0～
5歳児の無償保育を打ち出した。
　 3月に入ると，公認候補選びが本格化した。この過程で，党内の李大統領に近
い勢力（親李派）の多くが公認から漏れた。 3月 5日の段階で，公認審査脱落者の
73.9％が親李派であった（『朝鮮日報』 3月 6日付）。これにより，セヌリ党内では，
朴委員長に近い勢力（親朴派）が幅を利かせるようになった。

「野圏連帯」で総選挙に臨んだ野党
　野党第 1党の民主統合党は，2011年末の党再編をきっかけに幅広い支持を集め
るのに成功し，2012年年初には与党と拮抗するほどまでにその支持率が回復した。
一方，より左派色の強い統合進歩党は最大の支持基盤である民主労総との関係悪
化や，与党への対抗軸としての期待が高まった民主統合党に支持が流れたことが
響き，年初から危機的な状況に陥った。こうした状況の下，総選挙に向けて野党
勢力を統一し，与党に対抗しようとの機運が高まった。 3月10日には民主統合党
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と統合進歩党との間で選挙協力を内容とする「野圏連帯」が合意された。
　野党は，従前から主張してきた普遍的福祉の拡充を掲げたほか，韓米 FTAの
再交渉あるいは廃棄，済州島海軍基地建設の中止など，与党の主張とは一線を画
する左派的色彩の濃い主張を繰り広げた。また，さしたる経済的実績を上げない
まま政権末期を迎えた李政権の経済政策を批判し，総選挙で与党を追い落とそう
という李明博審判論を展開した。
　 1月15日には民主統合党代表に故盧武鉉大統領に近かった韓明淑元首相が選出
されるなど，野党では親盧派の台頭が目立つようになっていたが，公認候補選定
過程でこれがさらに鮮明となった。 3月 5日時点で，民主統合党の公認候補のう
ち，親盧派または旧ウリ党系が73. 1％を占めた。

4 月の総選挙で与党が勝利
　 4月11日，12月の大統領選の前哨戦と位置づけられる第19代総選挙が実施され
た。野党への支持が高水準で推移し，与党は苦戦が予想されていたが，結果的に
は152議席を獲得し，単独過半数を維持した。選挙 1週間前の 4月 4日の段階で
民主統合党の「第 1党確保は視野に入った」（『中央日報』 4月 5日付）とされた
が，結果として獲得議席数は過半数を大きく下回る127議席にとどまった。この
数字は党首脳部の事前の期待を裏切るもので，第 1党奪取にも失敗した（表 1）。

公認審査の甘さや親盧復活，民意の読み違いで足をすくわれた野党
　野党の敗因として第 1にあげられるのが，公認審査の甘さである。民主統合党
は，ネット放送「ナヌンコムスダ」の人気コメンテーターである金容敏を戦略候

表 1　韓国総選挙　各党別獲得議席数

政党名 小選挙区 比例代表 合計 改選前
（ 3月 1日）

セヌリ党（与党） 127 25 152 174
民主統合党（野党） 106 21 127 89
統合進歩党（同） 7 6 13 7
自由先進党（同） 3 2 5 15
創造韓国党（同） 0 0 0 2
無所属 3 0 3 8
（注）　改選前には欠員が生じており，合計議席数は300とならない。
（出所）　韓国中央選管ウェブサイト，韓国国会ウェブサイト。
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補として擁立したが，金候補が女性や高齢者，キリスト教会などを揶揄する発言
を頻繁に行ったのを同党が公認過程で見過ごしたことに批判が集まった。また，
野党統一の選挙区候補選定過程での不正が発覚し，統合進歩党の李正姫代表が立
候補を辞退する一幕もあった。
　第 2に，親盧派で固められた野党候補の顔ぶれが改革に不熱心との印象を与え，
有権者を遠ざけた点である。親盧派の復活と福祉拡大の組み合わせは，政権公約
だった分配重視政策において，めぼしい成果を上げられなかった盧政権への先祖
帰りを連想させてしまった点も痛かった。
　第 3に，野党側が民意を読み違えた点である。韓米 FTAや済州島海軍基地建
設への反対などはもとより有権者たちの関心に沿ったものとは言い難く，財源構
想が示されないなかでの巨額の福祉拡大（ 5年間の総額165兆ウォン）も好評とは
いえなかった。政策のディテールが示されず，論争に明け暮れる印象を与えてし
まった感は否めない。

「選挙の女王」が与党に奇跡の勝利をもたらす
　一時は議会第 1党の座まで追われることも覚悟した与党であったが，結果的に
は過半数を制する「大逆転」（『朝鮮日報』 4月13日付）を収めた。この背景とし
ては，上述のような野党の失策のほか，朴委員長の優れた選挙運営があげられる。
　第 1に，与党が年初来推進した李大統領からの決別が功を奏し，野党の李明博
審判論を封じた。今回の総選挙で親李派の多くがふるい落とされたのは，前回総
選挙で親朴派が大挙脱落したことと対照的である。前回総選挙での動きは党内有
力派閥の追い落としという権力闘争の様相を呈していたが，今回の親李派脱落は，
新味の薄れた既存政権からの決別という民意に沿う行動を演出したという点がプ
ラスの評価につながった。
　第 2に，ミサイル発射など不安定な動きをみせる北朝鮮情勢への言及を避けた
ことである。2011年 4月の再・補欠選では，北朝鮮との対決を前面に出した与党
の主張に不安を感じた有権者も多く，与党は苦戦を強いられた。この苦い経験が
今回の選挙では生かされた。
　第 3に，福祉拡大策の提示で野党の戦略を封じた。与党が福祉拡大の規模を小
さく設定したこともプラスに作用した。与党の福祉公約の規模は75兆ウォンと野
党の半分以下だが，その分実現の可能性を大きくみせることができた。
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内紛と安哲秀の優柔不断に翻弄され大統領選対応が遅れた野党
　総選挙に敗北し，野党陣営は総選挙の責任追及や党内の主導権争い，選挙中の
不祥事の後処理などが絡み合って混乱の様相を呈した。
　 3月の段階で一部明らかになっていた統合進歩党の末端組織による選挙区候補
選出過程での不正工作のほか，比例代表候補の選出過程でも不正工作が大々的に
行われていたことが同党の内部調査によって 5月 2日までに明らかになった。不
正の有無を巡り主流派と非主流派が非難しあうこととなり，党は事実上の分裂状
態に陥った。統合進歩党での不正工作とそれに続く内紛は，同じく盧武鉉系政治
家を多く抱える民主統合党のイメージダウンにつながった。同月には，民主統合
党においても同様の不正工作疑惑が浮上し，野党勢力全体の失速が懸念される状
況となった。民主統合党は 6月29日，与党と共同で統合進歩党の候補選出不正へ
の関与が疑われる 2議員の資格審査案を共同発議することで合意し，大統領選に
向けた野圏連帯は推進力を大きく削がれることとなった。
　旧態依然とした主導権争いに明け暮れる既存野党の状況に失望した支持者は多
かったが，こうした人たちの格好の受け皿となったのが，無所属の安哲秀ソウル
大融合科学技術大学院長であった。安院長は前年来大統領候補としてとくに若年
層から高い支持を受けており，与党の朴委員長に次ぐ 2番手の位置を確かなもの
としていた。年央における各種世論調査では，野党系大統領候補の支持率の合計
は与党を凌ぐことを示していた。野党としては安院長を巻き込んだ形での大統領
統一候補の選定を急ぐことで野党票をまとめあげ，与党に対抗する力を蓄えたい
ところであった。しかし，安院長は既存野党との連携や自身の大統領選出馬に関
する考えをなかなか明かさなかった。ようやく，安院長は 7月19日に自著で事実
上の出馬表明を行って支持率を上げ，彼を野党統一候補と想定した場合の支持率
調査では，一時トップの座を占めた。しかし，野党との連携や候補一本化につい
てはなおも語らなかった。各党の大統領候補選出の時期が迫り，民主統合党は 9
月16日に親盧派で盧武鉉政権時代の秘書室長を務めた文在寅常任顧問を単独で大
統領候補に選出した。安院長も19日に無所属での大統領選出馬を正式に表明した。
これにより，野党は候補一本化をひとまず断念し，足並み不揃いのまま大統領選
に突入した。各種世論調査によれば，民主統合党の文在寅候補は， 9月時点の支
持率では安，朴両候補に次ぐ 3番手であり，野党には不安の残る選挙戦開幕と
なった。
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総選挙勝利で勢いに乗る与党
　総選挙でセヌリ党を勝利に導いた朴委員長は，与党内での影響力を確立すると
ともに，保守勢力の新たなリーダーとしてのブランド確立に成功した。与党は
さっそく，大統領選挙をにらんだ体制固めを始めた。 5月15日には親朴派の黄祐
呂議員を党代表に選出した。朴委員長は事実上の党代表（非常対策委員長）の職を
離れ，与党が大統領選で彼女をバックアップする態勢を整えた。足並みの乱れる
野党を尻目に，朴前委員長は大統領候補としての支持率でも有利な位置についた。
　世論調査会社のリアルメーターの調査では，朴委員長の大統領候補としての支
持率はほぼ 1位を維持したものの，安院長との二者対決構図でみると朴委員長が
後塵を拝するという図式が年初来続いていた。しかし，総選挙勝利を機に，朴委
員長は安院長を抑えるようになった。総選挙終了直後の 4月第 2週の調査では，
安・朴二者対決構図で安支持44.8％に対し，朴支持が47.9％と，年初来初めて朴
委員長が優位に立った。与党は総選挙を通じて保守層の結束を図ったが，総選挙
勝利によって新規の支持を得た形である。
　与党セヌリ党は 8月20日，満を持して朴前委員長を同党大統領候補に選出した。
7月に安院長が事実上の出馬表明を行ったことで，朴前委員長と安院長の支持率
は拮抗するようになったが，朴前委員長が大統領候補として有力であることには
変わりなかった。

大統領候補一本化で迷走した野党と保守結集に成功した与党
　 9月下旬までに有力な大統領候補がほぼ出揃った。この時点で，選挙戦は与党
の朴候補，野党民主統合党の文候補，そして無所属の安候補の三つ巴の争いと
なった。保守層が朴候補支持で早々にまとまったのに対して，野党支持者は文・
安両候補に分散したままだった。候補の一本化は引き続き野党の最重要課題で
あった。各分野における 3者の政策をみると，概して，朴候補がもっとも穏健で，
文候補はやや改革志向が強く，この両者の主張が今回の大統領選挙における政策
論争の対立軸を形成した。安候補はそれらの中間というところであった。朴候補
と文候補が掲げる政策は， 4月の総選挙の際に与野党が掲げたのとほぼ同じで
あった。両者の差が比較的明瞭なのは FTAへの姿勢ぐらいであり，福祉拡充や
南北対決ムードの緩和，経済民主化の推進などの主要政策では，両者の主張に細
部では差異があったものの，基本的な方向性には大差がなかった。総じて，与党
が野党の伝統的主張に追随する構図となり，野党としては政策面での差別化が難
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しい戦いとなった。また，文候補は家計負債の増大など民生悪化が李政権下で進
行したとし，その責任を朴候補不支持によって問う政権審判論を展開した。
　与党の朴候補には，父である朴正熙元大統領の過去の行いに対する批判，たと
えば過酷な独裁政治や親日傾向が指摘されることもあった。これと関連し， 9月
21日には朴候補が朴正熙政権下での弾圧被害者への謝罪を行っている。テレビ討
論会などでもこれらと関連した発言を浴びる場面もあった。だが，選挙戦を振り
返れば，その間の主張のぶれは少なく，安定感のある戦いぶりをみせたといえる。
　野党は中央選管への候補者登録が始まる11月に入っても候補一本化に手間取っ
ていた。 6日にようやく文・安両候補が野党候補一本化に合意したが，安候補側
は，文候補側の「安哲秀譲歩論」やこれに基づく圧力を理由に14日に交渉中断を
宣言，両候補間の協議は途絶えた。そして，23日にはついに安候補が大統領選出
馬を取り止めることを発表した。
　安候補の辞退で野党の大統領候補一本化はようやく達成されたが，その実態は
安候補の退出にすぎず，かえって野党に安候補支持票を取りこぼすリスクをもた
らしたのであった。朝鮮日報の調査によれば，安候補の支持者のうち，同候補の
辞退後に文候補支持に切り替える意向を持つと回答したのは56.9％にすぎず，
21.4％は支持なし，20.5％は与党の朴候補支持に切り替えると回答した。
　安候補の辞退により，期せずして保革一騎打ちの構図となった大統領選の行方
はいっそう混沌となった。三つ巴構図の下では，朴候補の優位はほぼ動かぬもの
と思われ，完全な合意のうえでの野党候補一本化の場合には野党候補が優勢とみ
られていたが，このように不完全な野党候補一本化により，与野党候補への支持
は拮抗するに至ったためである。12月 6日，安院長は支持者に対し，自身の文候
補に対する全面的支持と，支持者の同候補への投票を呼び掛けた。しかし，時す
でに遅く，文候補への支持かさ上げはとくにみられなかった。朴・文両候補は，
がっぷり四つに組んだまま19日の投票日を迎えることになった。

朴候補勝利の背景に根深い世代対立と高齢化の構図
　12月19日，第18代大統領選が行われ即日開票された。その結果，与党の朴候補
が51.6％の票を得て勝利し，韓国初の女性大統領が誕生することになった。野党
の文候補は48.0％の票を得たが，一歩及ばなかった。
　文候補敗戦の背景には，投票前から指摘されていた候補一本化の失敗や，朴候
補が李大統領からの決別を着々と進めるなかで打ち出した政権審判論の不発など
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のほか，投票後に改めて浮き彫りとなった世代対立と人口高齢化が指摘される。
　20～30歳代の若年層は変化を求めて文候補を支持し，支持率は60％台後半に達
した。アジア通貨危機後に激化した受験戦争，日本よりも厳しい就職難，就職後
もその半分以上が非正規雇用という現実がある。こうした彼らの苦境は，結婚，
出産・育児にまで悪影響を与えている。若年層は厳しい現状を打開する変化を求
めており，好業績の下でも賃金抑制を続ける財閥への規制（経済民主化）のほか，
大学の学費半額化，兵役期間短縮，非正規雇用者対策など，若年層にとってより
直接的な公約を多く打ち出した文候補に支持が集まる結果となった。
　一方，50代以上の高齢層は「朴正煕・盧武鉉」対決の様相を呈した今回の選挙
を通じ，変化を避ける選択をした。
　高齢層には，故朴正煕大統領治下での輝かしい産業建設の記憶が残る。彼らは
朴候補に父の栄光の残影をみたのであった。保守政治家としての実績を積み，現
実的な政策判断を得意とする朴候補自身の特性も高齢層にアピールした。60代以
上の朴候補支持率がとくに高く，70％を超える（図 1）。
　一方，文候補に対しては，総選挙時の野党に対するのと同様に，彼が秘書室長
として仕えた故盧大統領の姿を重ね合わせていた。盧政権の分配重視の経済政策
や北朝鮮に対する「太陽政策」が実効をもたらさなかった記憶が高齢層の間には
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（出所）　韓国地上波放送 3社の出口調査（SBS提供）。

図 1　韓国大統領選　世代別投票・得票率（％）



28

史上初の女性大統領誕生

いまだ鮮明である。文候補の
政策は盧政権の再来を思わせ
るものであり，高齢者にとっ
ては文候補当選に伴う変化を
避けようとする傾向が強まっ
ていった。
　世代間対立が鮮明となるな
か，少子高齢化の進行は，高
齢層の支持が高い朴候補に有
利に作用した。今回同様，保
革候補伯仲の構図となった
2002年選挙では，20～30代有
権者の比率48.3％に対して50
歳以上の比率は29.3％にとど
まっていた。これが2012年に
なると逆転し，20～30代の
38.2％に対して50歳以上は
40.0％となった。有権者の保

守化は選挙前から指摘されていたがその大きな要因が有権者の高齢化にあるとみ
られる。また，高齢層の高い投票率も朴候補に有利に作用した。とくに，50代で
は90％に肉薄する驚異的な投票率を記録した。 （奥田）

経 済

マクロ経済の概況
　2012年の韓国経済は，ヨーロッパにおける信用不安の長期化や中国の成長減速
などの外需不振，年後半から顕在化したウォン高基調などによって牽引役である
輸出が大きく減速し，それに伴い設備投資の抑制傾向も高まったことで景気後退
がいっそう深化した。足元の物価上昇は落ち着きを取り戻したものの，不動産市
況の低迷が続くなか，逆資産効果によって個人消費や建設投資などの内需も冷え
込む格好となった。
　2013年年初に韓国銀行が発表した国内総生産（GDP）の速報値によれば，2012年
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の実質 GDP成長率は2.0％にとどまり，伸び率は 2年連続で鈍化した。四半期別
にみても，前年度より 7期連続で前期比 1％増に届かない低成長が続いている。
支出項目別では，輸出が一般機械や自動車，石油化学製品などでの増加を受けて
もっとも高い伸び率（前年比3.7％）を示したが，前年の9.5％増から大幅に鈍化し
た。輸出不振から企業には設備増強や更新を控える動きが目立ち，設備投資（前
年比1.8％減）は成長の大きな足かせ要因となった。また，2010年来続く不動産景
気の沈滞を受けて，建設投資（同1.5％減）も 3年連続のマイナスを記録した。民
間消費は前年比1.8％の小幅の増加にとどまったが，これは不動産取引の低迷や
家計負債の膨張，実質賃金の伸び悩みなどが消費意欲の萎縮を招いた結果である。
一方で，社会保障支出や公共投資（住宅購入の融資支援など）といった財政投入が
景気を下支えした面が強く，それを裏付けるように政府消費（前年比3.6％増）は
輸出に次ぐ高い伸び率を示した。
　経済活動別には，輸出の底堅い伸びを反映して製造業が前年比2.2％増を記録
したが，前年の伸び率（7.2％）と比較すると大きく減少した。サービス業では保
健・社会福祉事業や情報通信業，金融保険業などが比較的堅調な伸びを示したた
め，製造業よりも高い前年比2.4％増となった。しかし，建設業は建設投資の長
引く不振などから，前年比1.3％減と 3年連続のマイナスとなった。国内総所得
（GDI）の成長率は，原油や穀物などの輸入価格の下落とウォン安修正などによっ

表 2　支出項目別および経済活動別国内総生産成長率
 （2005年価格，前期比，％）

2010 2011 2012
年間 第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期

国内総生産（GDP） 6.3 3.6 2.0 0.9 0.3 0.1 0.4 
民間消費 4.4 2.3 1.8 1.0 0.4 0.7 0.8 
政府消費 2.9 2.1 3.6 3.4 -0.3 0.7 -0.7 
設備投資 25.7 3.7 -1.8 10.3 -7.0 -4.8 -2.8 
建設投資 -3.7 -5.0 -1.5 -1.2 -0.4 0.1 -1.3 
在庫増減 2.5 0.8 -0.1 -0.6 0.2 -0.6 0.6 
財貨輸出 14.7 9.5 3.7 3.0 -0.6 2.8 -1.2 
財貨輸入 17.3 6.5 2.3 4.3 -1.9 1.8 -1.1 
農林漁業 -4.4 -2.0 -1.0 -5.6 2.0 -4.1 5.7 
製造業 14.7 7.2 2.2 2.0 -0.2 -0.4 0.0 
電気ガス水道業 4.3 2.9 2.9 -3.9 1.3 0.5 8.9 
建設業 -2.7 -4.6 -1.3 -1.7 -2.7 2.8 -0.7 
サービス業 3.9 2.6 2.4 1.1 0.5 0.1 0.5 
国内総所得（GDI） 6.0 1.3 2.3 0.2 0.9 1.1 0.1 
（注）　数値はすべて暫定値。四半期別数値は季節調整後の値。在庫増減は GDPに対する成長寄与度を表す。
（出所）　韓国銀行「2012年第 4四半期および年間国内総生産（速報）」2013年 1月24日。
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て貿易損失規模が縮小し，交易条件が小幅に改善されたことで GDP成長率を上
回る2.3％を記録した。また， 1人当たりの実質 GDPは， 3年連続で 2万ドル台
を維持する見通しである。
　2012年の消費者物価および生産者物価の上昇率はそれぞれ2.2％と0.7％で，資
源価格や農産物価格の急騰に苦しめられた前年の4.0％と6.7％を大きく下回り，
国内物価は安定を取り戻した。インフレ懸念が緩和されつつあるなか，輸出や設
備投資の減少基調によって景気下降リスクが高まったと判断した韓国銀行は， 7
月と10月に政策金利を0.25ポイントずつ引き下げた。 2度にわたる利下げには，
債務が膨れ上がる家計の利払い負担を軽減するとともに，ウォン相場を下押しす
ることで輸出競争力を維持したいという政府の思惑がうかがえる。
　景気減速にもかかわらず，雇用情勢は若干改善された。統計庁の発表によれば，
2012年の失業率は3.2％と，前年比0.2ポイントの改善をみたほか，全体の就業者
数は2468万人で，前年度の増加幅（41万5000人）を上回る43万7000人増加した。部
門別には，小売卸・宿泊・飲食業（10万3000人増）や保健・社会福祉サービス業
（ 8万8000人増）などのサービス部門で堅調な伸びがみられたものの，不振の製造
業では 1万4000人の増加にとどまった。しかし，こうした変化は非正規職雇用や
自営業者の拡大による部分が大きく，一方で青年層（15～29歳）の失業率は7.5％
と高止まりを続けたままで，20代の失業率はむしろ悪化している。

国際収支，為替相場の動向
　外需の低迷にもかかわらず，2012年の貿易総額は 2年連続で 1兆ドル超えを達
成し，貿易規模は世界 8位に浮上した。関税庁の発表（2013年 1月）によれば，
2012年の通関基準の輸出額は5481億ドル（前年比1.3％減），輸入額は5196億ドル
（同0.9％減）で，貿易黒字は285億ドルを記録したが，前年実績（308億ドル）には
及ばなかった。輸出の内訳を品目別にみると，石油製品（前年比9.0％増）や乗用
車（同3.6％増），自動車部品（同6.6％増）などが史上最高実績を上げたが，メモ
リー製品の減少が響いた半導体（同0.1％増）はほぼ横ばいであった。一方で，業
界不況のあおりを受けた船舶（同30.1％減）や年初の減少幅が大きかった情報通信
機器（同14.6％減），液晶デバイス（同0.3％減），家電製品（同11.0％減）などは不振
にあえいだ。
　地域別には，EU向け輸出が前年に発効された FTAの効果もむなしく，債務危
機の影響から前年比11.4％の大幅な減少をみたほか，最大の輸出先である中国向
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けは前年比0.1％増のほぼ横ばいであった。前年に大幅増を記録した対日輸出は
一転して前年比2.1％減少したが，貿易収支は255億ドルの赤字（大部分は部品や
素材）にとどまり，前年比31億ドルの改善をみた。しかし，ほかの FTA締結国向
けの輸出は，その効果が鮮明に表れた。とりわけ， 3月に FTAが発効されたア
メリカ向け輸出は，自動車関連や鉄鋼製品の顕著な伸びによって前年比4.1％増
加したほか，ASEANやシンガポール向け輸出もそれぞれ前年比で10.4％増と
9.9％増を記録した。FTA締結国との貿易額は，全体の実に 3割以上を占める。
　輸入では，IT関連機器の製造装置などの資本財が市況悪化を受けて前年比4.2％
減少したが，乗用車や衣類，穀物などの輸入増によって消費財は前年比2.0％増
加した。さらに，原油やガスなどの原材料輸入も小幅に増加したことで，中東の
資源国との貿易赤字は拡大した。また，貿易収支とともに経常収支の一部を構成
するサービス収支では，外国人観光客の増加によって旅行収支の赤字幅が改善し
たり，運送・建設部門の黒字幅が拡大したことで収支全体は黒字転換した。その
結果，経常黒字は過去最高水準の433億ドルを記録し，前年実績（261億ドル）から
大きく増大した。
　韓国輸出入銀行によれば，2012年の海外直接投資額は177億ドル（前年比31.0％
減）にとどまり，欧米や中国などアジア向けがともに落ち込んだ。一方で知識経
済部の発表では，外国人直接投資（申告ベース）は163億ドル（同18.9％増）の史上
最大規模を記録した。なかでも日本からの直接投資が45億ドルと前年比でほぼ倍
増し，アメリカ（37億ドル）や EU（27億ドル）を抜いてトップとなった。日本の対
韓投資が増大した要因には，素材や部品，製造装置などの分野で納入先としての
韓国企業の存在感が増していることや，韓国の FTAネットワークの積極的な活
用などがあげられる。また，国内の消費市場をターゲットとして，小売りや外食
などサービス部門での日本企業の韓国進出も増えている。
　国際収支のその他の項目では，証券投資が日米欧の金融緩和による豊富な流動
性を受けて，前年に引き続き101億ドルの入超を記録した。ムーディーズやフィッ
チなどによる韓国国債の信用格上げにみられるように，世界経済が不安定ななか
でも金融・財政が安定している韓国経済に対する海外投資家の評価の高さがうか
がえる。証券市場では，韓国総合株価指数（KOSPI）が年央にかけて1700台に割り
込む場面もみられたが，外国人投資家の押し上げによって底堅く推移し，年末に
は1997.05まで回復した。
　海外資本の流出入に翻弄されやすい外国為替市場では，こうした海外投資資金
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の流入拡大や経常収支の黒字基調などを受けて，年後半にかけてウォン相場の漸
進的な上昇が続いた。対ドルレートでは， 5月25日に年最安値となる 1ドル＝
1185.5ウォンをつけて以降，年末の最高値 1ドル＝1070.6ウォンまで増価した（前
年末比7.6％のウォン高）。それに対して，対円レートでは 6月 4日に年最安値の
100円＝1512.3ウォンをつけて以降，年末の最高値100円＝1238.3ウォンまで切り
上がり，対ドル以上の上げ幅となった（同19.6％のウォン高）。こうしたウォンの
上昇基調と円高の修正傾向は，海外市場で日本製品と競合する輸出企業の採算悪
化に直結している。ウォン高の進行を受けて政府は，2013年年初から銀行の為替
先物ポジションの上限比率を引き下げることを11月に決め，資本流入の急増によ
るウォン上昇に抑制をかけようとしている。

主要企業業績
　国内主要企業の2012年の業績は，サムスングループと現代自動車グループの好
調ぶりが際立つ反面，その他は低迷や悪化に苦しむという二極化傾向が鮮明と
なった。韓国最大企業で外国人の選好度も高いサムスン電子は，2012年連結決算
で売上高201兆1036億ウォン，営業利益29兆493億ウォンを記録し，いずれも過去
最高を更新した。「ギャラクシー」シリーズで有名なスマートフォンやタブレッ
ト端末の多機種展開による販売拡大，従来の PC用からモバイル機器やサーバー
向けに重点を切り換えた半導体部門の回復が大きかった。また，業績悪化が続く
LCD（液晶ディスプレイ）事業の分社化や，自社生産が軌道に乗り始めた中小型有
機 ELパネルの浸透も増益に一役買ったとみられる。同じサムスングループで，
リチウムイオン電池など小型二次電池市場でトップシェアを誇るサムスン SDI
も，モバイル機器需要の拡大を受けて急成長を遂げた。
　同じく韓国の代表的な企業である現代自動車は，前年に引き続き欧州など海外
市場での売り上げを着実に伸ばして，2012年連結決算が売上高84兆4697億ウォン，
営業利益 8兆4369億ウォンといずれも過去最高を記録した。しかし，第 4四半期
に入って以降はウォン高の進行やアメリカで発生した燃費の過大表示問題の影響
により，成長の勢いに陰りがみえ始めている。同グループの起亜自動車や大手部
品メーカーの現代モービスもまた，過去最高収益を更新している。
　一方，LGグループでは事業構造の再編を行った LG電子が，2012年連結決算
で売上高50兆9600億ウォン，営業利益 1兆1360億ウォンを確保した。売上高こそ
減収となったものの，営業利益は前年の約 4倍に増加して2009年以来の高水準と



33

2012年の韓国

なった。これには携帯電話事業が 3年ぶりに黒字転換したことや，薄型テレビや
家電事業が収益を下支えしたことが大きい。しかし，二次電池や偏光板事業など
を手がける LG化学は，過去最高実績を記録した前年から一転して減益に陥った。
　国土海洋部によると，2012年の海外建設受注額は中東やアジアを中心に649億
ドル（前年比9.7％増）を記録し，主に海洋や発電・淡水化の分野でのプラント建
設で好況を呈している。しかし，造船や鉄鋼，石油化学などの基幹産業では受注
減や供給過剰・価格下落といった不況の影響を免れず，現代重工業やポスコ，
GSカルテックス，ハンファケミカルなど主要企業が軒並み業績悪化に陥り，一
部では人員削減などの構造調整を強いられた。また，資産総額で財界39位の熊津
グループでは，持ち株会社の熊津ホールディングスと系列会社の極東建設が，資
金繰りの悪化を理由に 9月に法廷管理を申請した。中堅財閥の事実上の経営破綻
は，建設不況の深刻さをあらためて示したといえる。

不動産不況の長期化と家計負債問題
　前年に引き続き2012年にも，建設や不動産市況の低迷が個人消費や建設投資の
足を引っ張るとともに，中小金融機関の経営不安や家計負債の膨張につながって
いった。プロジェクト・ファイナンスとよばれる，建設会社向けの不動産開発融
資の不良債権化が中小の貯蓄銀行ではかねてから問題となっていたが， 5月には
新たにソロモン貯蓄銀行や未来貯蓄銀行など 4行が不良金融機関として，金融委
員会から 6カ月間の営業停止措置を受けた。建設会社や貯蓄銀行の連鎖的な経営
悪化が，システミック・リスクなどの金融システム全体の不安定化に波及する可
能性は低いとされている。しかし，これまでに営業停止処分を下された貯蓄銀行
の多くが国際決済銀行（BIS）基準の自己資本比率 1％未満であることが明らかと
なり，金融当局は公的資金投入による不良債権の買い入れなどの経営健全化策を
実施している。
　国土海洋部の発表によれば，2012年の住宅取引件数は73万5400件で，全国的に
対前年比20％台の減少となった。マンションの売買価格は地方では比較的堅調な
上昇率を保ったが，ソウルや首都圏では前年以上に下落が続いた。不動産市場低
迷の長期化を受けて，政府はソウルの江南 3区（江南区，瑞草区，松坡区）を投機
指定地域から解除したり，住宅担保融資に適用される限度額規制を一部緩和する
などの取引活性化策を講じている。また， 9月には年末までの時限措置として自
動車や大型家電に対する特別消費税の引き下げのほかに，不動産購入に対しても
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取得税や譲渡所得税の減免といった減税策を打ち出したが，需要喚起効果は限定
的にならざるをえない。
　たとえ政府の諸対策によって住宅取引が復調し，価格下落に反転の兆しがみら
れたとしても，それと表裏の関係にあるのが住宅ローンを含めた借入増加によっ
て膨らみ続ける家計負債の問題である。12月末現在の家計債務残高は959兆4000
億ウォンで，初めて900兆ウォン台に達した前年末からさらに増え続けている。
また，実需および運用目的で購入した不動産を転売するにできず，ローンの元利
金返済負担が家計を圧迫して生活苦に陥る「ハウスプア」の増大が社会問題化し
た。金融当局はハウスプア世帯に対して，借入返済の繰り延べや利払い減免など
を許容する債務調整策を検討しているが，その効果は不透明である。

大統領選挙で争点となった「経済民主化」
　年末に行われた大統領選挙において最大の争点となったのが，「経済民主化」
の実現に向けた政策の違いであった。「経済民主化」とは，一般的に大企業偏重
の市場・経済構造を是正することによって富の公正な分配や格差の解消を図るこ
とを意味するが，端的には財閥の規制改革と中小零細企業の保護・育成を指すも
のとされた。李政権下で実施された総額出資制限制度の廃止などの規制緩和が，
財閥の系列企業数の増加や小売卸・不動産など非製造業分野への事業領域の拡大
を促し，従来そうした部門を担ってきた中小零細事業者の生存を脅かしていると
して，しばしば問題視されてきた。政府はそうした声を受けて，これまで大型量
販店・スーパーに出店規制や営業時間制限をかけたり，財閥に対してベーカリー
事業からの撤退を要請するなどしてきた。
　大統領選挙では財閥改革を巡って，野党の文候補は総額出資制限制度の再導入
やオーナー一族が少ない持ち株で多数のグループ企業を支配する循環出資構造の
解消（ 3年以内）などを公約に掲げていた。それに対して与党の朴候補は，総額出
資制限の復活に否定的な立場をとるとともに，循環出資についても新規分のみ禁
止するという穏健な姿勢を示した。その他公正取引関連法については，財閥と下
請け中小企業間の取引価格の是正や中小企業協同組合への納品単価調整協議権の
付与，財閥犯罪や不公正取引に対する懲罰強化などを朴候補は明言している。
　雇用対策では朴候補は，「ヌルジオ」政策（雇用の拡大・維持・質の向上）のな
かで IT・文化コンテンツ産業への投資拡大や青年層への創業支援による雇用創
出，公共部門での非正規職から正規職雇用への転換，企業の定年引き上げ（60歳）
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の義務化や解雇要件の強化などを公約に掲げた。また，福祉や教育分野では，基
礎老齢年金の給付額引き上げや 4大重症疾患の治療費に対する健康保険負担の拡
大といった社会保険改革，満 5歳までの乳幼児への無償保育・養育の実施，高校
教育の無償化と所得に応じた大学授業料の援助（25～100％）などを新政権の重要
公約として打ち出している。そうした福祉拡充志向を受けて，2013年度の予算総
額（342兆ウォン）に占める福祉関連予算は97兆ウォンと，全体の約30％に達する
過去最大規模となった。中長期的な福祉財源の調達方法や財政の健全化を巡って
早くも疑念や批判が出ており，新政権の今後の対応が注目される。 （渡邉）

対 外 関 係

南北関係
　南北関係は，韓国側の基本姿勢に大きな変化がみられなかったなかで，北朝鮮
が韓国のダブル選挙など，政治・社会情勢をみながら折々に揺さぶりをかけると
いう形で推移した。両者の関係は没交渉に近く，行き詰まりの様相を呈したが，
韓国大統領選で程度の差はあれ，南北対話促進の方向を各候補が打ち出したのを
受け，北朝鮮は韓国側の動きを慎重に見守る姿勢に転じた。
　金正日総書記の死後，北朝鮮はその息子の金正恩第一書記の指導するところと
なった。若い指導者の南北関係における柔軟な対応に期待する向きもあった。し
かし，総選挙や大統領選にタイミングを合わせたかのような 2度にわたるミサイ
ルの発射は故金正日総書記の遺訓に依拠したとみられ，金正恩新体制の対南姿勢
も，韓国の李明博政権の対北対決姿勢に反発して対南攻勢を強めた父金正日の前
体制の対南姿勢をそのまま維持するとの見方が強まった。
　北朝鮮は新年共同社説において， 4月の総選挙を意識して「（韓国の）執権勢力
は人民の厳しい審判対象になっている」とし，対南姿勢が依然として批判的であ
ることを示した。また，北朝鮮に厳しい姿勢をとる李大統領個人に対し，北朝鮮
は揶揄を交えながら引き続き激しい敵意をみせたほか，総選挙を控えた 3月から
4月にかけては，与党の朴槿恵非常対策委員長に対し，「維新独裁の血統」「（総
選挙で）保守の逆賊一味に審判を下すべき」などと，非難した。
　総選挙後，北朝鮮の揺さぶりが続いた。与党が勝利した総選挙の直後，北朝鮮
は内外の強い批判のなか，この年の第 1回目となるミサイル発射を行った。李政
権に対する非難も続いた。 6月には，朴槿恵をはじめとする韓国側政治家らが
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2002年に北朝鮮を訪問した際の言動の暴露を示唆した。しかし，朴槿恵に対する
北朝鮮の非難は次第に影をひそめるようになり，彼女の出方を見守るようになる。
朴槿恵が率いる与党は2011年の国会議員再・補欠選挙で北朝鮮との対決姿勢を前
面に立てて予想外の敗北を喫したのを教訓に，今回の総選挙では北朝鮮の脅威に
あえて言及しないようにした。また，朴槿恵は南北関係が今よりも良好であった
2002年に金正日総書記と会い，歓談したという経緯がある。
　10月には，対北経済交流チャンネルとして唯一残されている開城工業団地の入
居企業に対して課税を通告したり，韓国側が申し出た北朝鮮の水害に対する人道
支援の受け入れを拒んだりといったことが起きた。しかし，その後の大統領選の
過程では北朝鮮による朴候補をはじめとする各候補への誹謗中傷の類いはあまり
目立たなくなった。選挙戦でほぼ終始優勢であった朴候補は，南北間の信頼醸成
と北朝鮮の非核化を条件に大規模な経済協力を実施するという「朝鮮半島の信頼
プロセス」を打ち出したが，北朝鮮は12月 1日に公開質問状を発してその対北姿
勢を改めて尋ねている。北朝鮮も韓国新政権の対北政策の方向に多大な関心を寄
せていることがわかる。大統領選前の12月12日に北朝鮮はこの年 2回目となるミ
サイル発射を行ったが，大統領選への直接的な影響はみられなかった。

対日関係
　2012年の日韓関係は，韓国側による領土問題と過去の歴史問題の提起なども
あって悪化した。2011年12月の日韓首脳会談で李大統領が従軍慰安婦問題の解決
に向けた踏み込んだ対応を日本に求めたのに対し，逆に野田首相がソウルの日本
大使館前に設置された慰安婦を象徴する少女像の撤去を要求して以来，両国間の
関係は冷却し，2012年にも両国関係が冷えたまま推移した。 3月 1日の独立記念
日の演説で李大統領は日本に対し，慰安婦問題の早期解決を求めた。
　 5月の日中韓サミットの際に行われた日韓首脳会談では，李大統領からの慰安
婦問題の提起はなく，両国関係は小康状態に入ったかにみえたが， 6月から 8月
にかけて両国関係の悪化を強く印象付ける出来事が相次いだ。 6月には日韓軍事
情報包括保護協定の署名が直前になって韓国側の申し出によって延期され，その
後も署名されなかった。 8月10日には李大統領が突如として竹島に上陸し，竹島
が韓国領であると改めてアピールした。この上陸について李大統領は，「歴史に
対する日本の消極的態度が動機となった」と語っている。同時期には，李大統領
が「天皇が訪韓したいならば，独立運動で亡くなった方たちに心から謝罪すると
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いうのならよい」と発言した。李大統領の竹島上陸以後の一連の言動は日本国内
で大きな反発を呼び，対韓経済報復の論調さえ出る事態となった。一方，韓国各
紙は，従軍慰安婦問題などの過去史に対する日本の取り組みを問題視して対日非
難を繰り広げた。李大統領も 8月15日の光復節演説で慰安婦問題をはじめとする
過去史に再度言及した。 9月から10月にかけては，現状における日韓経済の深い
結びつきや，朝鮮半島における安全保障上のパートナーとしての重要性などが再
認識されるようになり，強い調子での対日非難は影をひそめていった。それでも，
ここまでの出来事で過去史や領土問題が引き続き両国間の懸案事項であることが
改めて認識されるようになった。10月には，日韓通貨スワップの拡大部分570億
ドルの契約不更改が決まり，日韓関係の悪化が経済協力にまで及んだことが印象
付けられた。 5月の首脳会談以後，日韓間の首脳会談はもたれなかった。
　朴次期大統領は，選挙期間中に親日的との指摘を受けたこともあったが，過去
の日本による朝鮮支配に関しては被害者・加害者の立場を明確にすべきとの立場
であり，過去史について原則的立場を堅持することを選挙戦の過程でも表明して
いる。竹島については国益の核心と位置づけ，引かない構えをみせている。一方，
12月に誕生した安倍政権について，韓国内では「右派的性向」やデフレ脱却に向
けた大々的金融緩和策とそれに伴う円安・ウォン高への警戒感が高まった。安倍
政権自身は，日韓関係を重視し，従軍慰安婦に関する河野談話の見直しや「竹島
の日」式典の格上げなどについては保留する意向を示している。

対米関係
　北朝鮮の政権移行と相次ぐミサイル発射など，その不安定な動きが北東アジア
情勢の流動化を引き起こしかねないとの状況認識の下，韓米両国は同盟の重要性
についての価値を共有し，とくに軍事面での協力関係が自国と地域の安全保障に
重要であることでは引き続き意見が一致している。
　 2月と 8月に韓米両軍が定例的に行っている合同軍事演習「キーリゾルブ」
「乙支フリーダムガーディアン」のほか， 6月にも済州島南方での日韓米合同の
海上封鎖・捜索・救助など人道支援的軍事演習と，黄海での韓米合同海上軍事演
習の定例的軍事演習が実施された。
　北朝鮮のミサイル脅威の増大を受け，韓米の国防関係者の間では，韓国のミサ
イル防衛について集中的な議論が行われた。 6月14日に開催された韓米外務・国
防相会議（ 2プラス 2）では，北朝鮮のミサイルの脅威に対する包括的な連合防衛
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態勢を強化するとの共同声明が発表され，10月24日の韓米安保協議（SCM）では，
北朝鮮のミサイルを発射前に打撃する「キル・チェーン」システム構築のほか，
ミサイルを上空で迎撃する韓国型ミサイル防衛体制（KAMD）の推進で合意した。
懸案となっていた韓国保有の弾道ミサイルの射程距離については，10月 7日に韓
米ミサイル交渉が妥結し，射程を800キロメートルに延長することで合意した。 
また，2015年12月に戦時作戦統制権が韓国に渡された後には，現在の韓米連合司
令部に代わる新たな機構を設置し，韓米両軍の緊密な連携を保てるようにした。
　韓米 FTAは，政府間交渉の妥結以来約 5年の歳月を経て，3月15日に発効した。
韓米 FTAは総選挙と大統領選で与野党間の争点となったが，どちらも同 FTAの
存続を基本方針とする与党が勝利している（国内政治の項を参照）。対米輸出にお
ける活用率は74.8％（ 4～12月，アメリカ貿易統計より筆者計算）と，相当高い。

対中国関係
　地理的な近さや両国間の人やモノの往来の頻繁化ゆえのトラブルが続いたが，
2012年は首脳の往来も多く，総じて韓国の中国に対する傾斜が目立つ年となった。
　 1月 9日，李大統領は北京を訪問し，韓中首脳会談が開かれた。この席上，李
大統領と中国の胡錦濤国家主席は，数年間にわたって両国間の懸案となっていた
韓中 FTAの交渉開始に合意した。中国の漁船員が韓国の海洋警察官を殺害する
事件が発生して間もない時期の合意で，韓国側の柔軟な姿勢が目を引いた。李大
統領の北京訪問では，中国の国家主席と首相による晩餐会がそれぞれ設定される
など，中国側は異例の歓待ぶりをみせた。このほか首脳会談は 3月， 5月と11月
にも行われた。 3月の首脳会談は核安全保障サミットの機会に行われたものだが，
両首脳ともに北朝鮮のミサイル発射に反対した。11月には ASEAN関連首脳会議
で日韓中を含む各国首脳が集まる機会を利用して韓中首脳会談がもたれた。この
首脳会談では，北朝鮮が改革・開放を進めるべきとの認識で一致し，日本の右傾
化への懸念も示された。この時日韓首脳会談は実現せず，韓中両国の接近ぶりが
強く印象付けられた。
　 4月の北朝鮮によるミサイル発射と関連し，李大統領は中国指導部の対応につ
いて「信頼に足る」と評価した。これは， 3月の首脳会談の内容や，北朝鮮のミ
サイル発射を非難する国連安保理の議長声明採択に中国が積極的に協力したこと
などによるものとみられる。2010年の哨戒艇沈没や延坪島砲撃などの事件に際し，
中国が北朝鮮に対する影響力を行使せず，韓国側の失望を買ったことに比べると，
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中国が姿勢を若干変化させたようにみえる。
　一方，両国間関係に水を差しかねない事件もいくつか起こった。ひとつは，済
州島南方約150キロメートルの沖合にある水中岩礁の離於島に対して中国が海洋
調査船や航空機による定期パトロールの対象に含める方針を明らかにしたことで
ある。離於島は中国と韓国の経済水域が重なるところに存在するが，中間線より
は韓国寄りに位置するため，韓国側の管轄であるというのが韓国の主張である。
中国による離於島管轄主張に対し，李大統領は 3月12日同様の反論をしている。
もうひとつは，韓国人人権活動家拘束と拷問疑惑である。北朝鮮の人権問題に関
する活動家の金永煥ら 4人は 3月末に中国公安当局に逮捕され，身柄を114日間
にわたって拘束された。帰国後の 7月27日，韓国各紙は金永煥らが電気拷問など
の過酷な取り扱いを受けていたと一斉に報道した。謝罪や真相究明などがなされ
ないまま， 9月までに事実上の幕引きとなったが，中国の冷淡な反応とともに，
中国に対して強硬な申し入れをしない韓国の外交当局に対しても批判が集まった。

FTA
　FTAは，2012年にも積極的に推進された。すでに言及した韓米 FTAのほか，
5月 2日には韓中 FTAの政府間交渉が開始された。11月20日には日中韓 FTAの
交渉開始が正式に宣言された。日韓および日中関係が冷え込むなかで開始された
FTA案件であり，北東アジアにおける経済協力を前進させるためのチャンネル
として注目される。このほか，11月22日に韓トルコ FTAが批准され， 8月31日
に韓コロンビア FTAが仮署名された。すでに多国間協定が締結済みの ASEAN
とは二国間 FTAも締結しようとの機運が高まっている。 3月28日にインドネシ
アとの包括的経済連携協定（CEPA）の交渉が， 9月 3日には韓ベトナム FTA交渉
も開始された。TPPなど，アジア太平洋における広域 FTAへの参加も徐々にで
はあるが議論され始めている。このうち，域内包括的パートナーシップ協定
（RCEP）については日中韓 FTAと同じく11月20日に交渉開始が宣言され，韓国も
交渉に加わることとなった。日韓 EPAについては， 6月25日に第 3回課長級実
務協議が行われたが，交渉再開には至らなかった。 （奥田）
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2013年の課題
　国内政治では，最大の注目点は 2月25日に発足する朴新政権の人事と政策方向
である。閣僚など主要人事の方向については，野党系人材を含め全方位的に選考
する旨を選挙期間中から表明していたが，首相人事でもたつくなど，人選の遅れ
がやや目立つ。しかし，それぞれの分野の専門家を適宜選ぶ傾向はあり，手堅さ
もみえる。政策面では，選挙公約の経済民主化や福祉拡大をどう具体化し，実現
していくかが問われよう。
　朴新政権の成長戦略は，ITと科学技術の復興による産業の高度化にあるが，
輸出減速による製造業の業績悪化につながるウォン高傾向への対応にも注目が集
まる。2013年年初に韓国銀行の金仲秀総裁は「為替相場の急激な変動にはスムー
ジングオペレーションなどで積極的に対応する」と発言し，政府は外為取引課税
など資本流入規制の強化策を検討しているとされる。不動産市場の動向にも引き
続き注視が必要だが，家計負債問題では新政権は18兆ウォン規模の「国民幸福基
金」を創設して，債務延滞者や学資ローンを組む学生の返済負担の軽減を目指し
ており，その行方が注目される。また，分配を重視した大衆迎合的な福祉拡張に
よって悪化の兆しがみられる財政の規律をいかに維持していくかも焦点となろう。
　外交においては，不安定な北朝鮮の動きへの対応と，こじれた日本との関係を
どう立て直すかが問われる。このことは，北東アジア情勢全般ともかかわり，対
中，対米関係をどのように位置づけるかという問題と密接に絡んでいる。これと
関連し，朴新政権は青瓦台に国家安全保障室を設置，難しさを増す外交安保政策
の司令塔の役割を担わせる。米中両国との距離の取り方，南北対話再開のやり方
などは模索が続こう。対日関係では混乱を望まないとみられるが，竹島，慰安婦
などの重要問題では原則的態度をとるとみられ，短期での好転は難しいだろう。

（奥田：国内客員研究員・亜細亜大学教授）
（渡邉：地域研究センター）
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1 月 2 日 ▼李大統領，新年国政演説で北朝鮮
との対話姿勢や物価抑制，若年失業問題解決
の重要性などを強調。

▼政府，韓米 FTA対策として農漁業への
増額支援策を発表。
5 日 ▼検察，SKグループの崔泰源会長を

資金流用容疑で在宅起訴。
9 日 ▼李大統領，中国の胡錦濤国家主席と

会談。韓中 FTAの交渉開始に合意。
12日 ▼公正取引委員会，価格談合でサムス
ン電子と LG電子に課徴金支払い命令。
15日 ▼民主統合党，党大会で韓明淑元首相
を代表に選出。

▼中央選挙管理委員会，公職選挙法の新運
用基準で選挙運動での SNS利用を認定。
25日 ▼サムスン電子，ソニーとの液晶パネ
ル合弁の完全子会社化を発表。
27日 ▼金融委員会，ハナ金融の韓国外換銀
行買収を承認。
2 月 1 日 ▼ LG電子，水処理事業で日立と合
弁会社を設立。
2 日 ▼ハンナラ党，未来希望連帯（旧親朴

連帯）と統合。
9 日 ▼朴熺太国会議長，2008年のハンナラ

党代表選挙での買収事件と関連し，辞任。
10日 ▼ KT，スマート TVのネット接続を
サムスン機器に限り遮断（14日に回復）。
13日 ▼ハンナラ党，名称をセヌリ党に変更。
14日 ▼李孟熙元 CJグループ会長，弟の李

健熙サムスン電子会長を遺産相続争いで提訴
（28日には姉の李淑熙氏も提訴）。
17日 ▼韓国チェーンストア協会，大型量販
店やスーパーの営業制限条例に対して違憲立
法審査を請求。
24日 ▼韓国取引所，金升淵ハンファグルー
プ会長の横領・背任容疑での起訴を受けてハ

ンファ株の売買を終日停止。
27日 ▼韓米合同軍事演習「キーリゾルブ」，

開始。
3 月 1 日 ▼李大統領，独立運動記念日の記念
演説で，日本政府に対して慰安婦問題の人道
的解決を訴える。
2 日 ▼農協金融持ち株会社，資産規模450

兆㌆で発足。
6 日 ▼朝鮮日報，セヌリ党の総選挙候補者

公認過程での脱落・保留者の73.9％が親李明
博系と報道。また，民主統合党の公認候補の
73％が親盧武鉉・旧ウリ党系と報道。
10日 ▼民主統合党と統合進歩党，総選挙で
の選挙協力（野圏連帯）に合意。
12日 ▼李大統領，中国の離於島への管轄権
主張に反論，韓国の管轄権を強調。
14日 ▼検察，プロスポーツ界の八百長事件

で計31人の起訴を発表。
15日 ▼韓米 FTA，発効。
16日 ▼サムスン電機，HDDモーターメー
カーのアルファナテクノロジーの買収を発表。
20日 ▼ソウル市，大型スーパーに月 2回の
休業義務を勧告。
24日 ▼統合進歩党の李正姫代表，ソウル市
冠岳区乙選挙区の野党統一候補を選出過程で
の不正と関連し，立候補を辞退。
26日 ▼韓トルコ FTA，交渉妥結。

▼ハイニックス半導体，社名を SKハイ
ニックスに変更。

▼2012ソウル核安全保障サミット，開催。
北朝鮮によるミサイル発射の中止を求める。
28日 ▼総選挙における史上初の在外国民投

票，開始。
4 月 1 日 ▼サムスン電子の液晶パネル子会社，
サムスンディスプレーとして発足。
2 日 ▼現代重工業，加マグナ社との合弁で

重要日誌 韓　　国　2012年
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車載用電池事業への新規参入を発表。
6 日 ▼北朝鮮の民族和解協議会，与党の朴

槿恵非常対策委員長について，総選挙で「保
守の逆賊一味に審判を下すべき」と非難。
11日 ▼第19代総選挙，投開票を実施。与党
セヌリ党が過半数の152議席を獲得。
13日 ▼政府，北朝鮮のミサイル発射と関連
して声明発表。朝鮮半島と北東アジアの平
和・安全を脅かす挑発行為と批判。

▼韓明淑民主統合党代表，総選挙敗北の責
任をとって辞任。
16日 ▼国連安全保障理事会，北朝鮮のミサ
イル発射を非難する議長声明を採択。
19日 ▼新日本製鉄，方向性電磁鋼板の製造
技術を巡る特許侵害でポスコを提訴。
25日 ▼ KT，NTTと非常災害時の通信衛星
の相互使用で協約締結。
28日 ▼北朝鮮・開城付近からの妨害電波に

より大規模な GPS障害が発生（～ 5月13日）。
30日 ▼大検察庁，ソウル良才洞の複合流通
団地の許認可を巡る不正疑惑事件で崔時仲前
放送通信委員会委員長を斡旋収賄容疑で逮捕。
5 月 2 日 ▼韓中両国，韓中 FTAの政府間交
渉開始を宣言。
4 日 ▼蔚珍原発で新 1・ 2号機を着工。
6 日 ▼金融委員会，貯蓄銀行 4行に対して

6カ月間の営業停止命令。
7 日 ▼韓米両国，過去最大級の空中戦闘訓

練「12－ 1次マックスサンダー訓練」を実施。
12日 ▼麗水国際博覧会，開幕（～ 8月12日）。

▼統合進歩党の中央委員会で暴行事件発生。
非主流派の柳時敏代表らが主流派から殴る蹴
るの暴行を受ける。
14日 ▼日中韓 3カ国，首脳会談後の共同宣
言文採択。日中韓 FTA交渉の年内開始合意。
15日 ▼セヌリ党，全党大会を開催。黄祐呂
議員を代表に選出。

17日 ▼韓国輸出入銀行，総額1000億円規模
の円建て外債（サムライ債）を発行。
22日 ▼ LGディスプレー，中国広州に液晶

パネル新工場を着工。
29日 ▼ポスコ，インドでの高級鋼板工場の
竣工を発表。
6 月 4 日 ▼国際原子力機関（IAEA），電源喪
失事故の隠蔽で問題になった古里原発の特別
点検を開始。
14日 ▼ GSカルテックス，GSパワー株式
全量の KB国民銀行コンソーシアムへの売却
を完了。

▼韓米外務・国防相会議（ 2プラス 2），開
催。北朝鮮のミサイル脅威に対する包括的な
連合防衛態勢を強化するとの共同声明を発表。
20日 ▼タクシー運転手らが燃料価格高騰な

どに抗議してストライキを実施。

▼ SKハイニックス，米 LAMD社の買収
を発表。
22日 ▼ソウル行政裁判所，大型スーパーの
休業義務は違法であると判決。
23日 ▼推定人口，5000万人を突破。
25日 ▼運送産業労組・貨物連帯，ストライ
キに突入（～29日）。

▼韓コロンビア FTA，交渉妥結。
29日 ▼政府，日韓軍事情報包括保護協定へ

の署名を延期。

▼セヌリ党と統合進歩党，統合進歩党の比
例代表候補選出の不正に関連し， 2議員の資
格審査案を共同発議することで合意。
7 月 1 日 ▼行政中心複合都市の世宗特別自治
市，誕生。

▼サムスンディスプレー，サムスンモバイ
ルディスプレーと統合。
5 日 ▼大法院，済州海軍基地の建設は適法

と判決。
8 日 ▼公正取引委員会，系列企業間の相互
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発注で SKグループに課徴金支払い命令。
10日 ▼大検察庁，李大統領の実兄の李相得
前議員を斡旋収賄容疑などで逮捕。
12日 ▼韓国銀行，基準金利を3.25％から
3.00％に引き下げ。
13日 ▼現代自動車労組， 4年ぶりにストラ

イキに突入（20日に 2回目のスト）。
16日 ▼セヌリ党の朴槿恵前委員長，朴正熙
元大統領による1961年の5.16軍事クーデタに
ついて「やむをえない最善の選択だった」と
発言。
17日 ▼サムスン電子，英 CSR社のモバイ
ル事業の買収を発表。
19日 ▼安哲秀ソウル大融合科学技術大学院
長，『安哲秀の考え――私たちが望む大韓民
国の未来地図』を出版。このなかで大統領選
出馬を事実上表明。
27日 ▼韓国各紙，人権運動家の金永煥氏ら
が 3月に中国公安当局に拘束された後，電気
拷問を受けていたと報道。
8 月 1 日 ▼韓トルコ FTA，正式署名。
6 日 ▼韓国電力公社，電気料金を平均4.9％

値上げ（産業用は 6％値上げ）。
10日 ▼李大統領，竹島に上陸。
11日 ▼ IOC，ロンドン五輪男子サッカーの
日韓戦で「独島（竹島）は我々の領土」と書か
れた紙を持ってグラウンドを走り回った朴鍾
佑選手の表彰式参加を禁止。

▼李大統領，自身の竹島上陸について，歴
史に対する日本の消極的態度のためと説明。
14日 ▼李大統領，天皇訪韓と関連し「訪韓
したいのであれば，独立運動で亡くなった方
たちに心から謝罪するというのならよい」と
発言。
15日 ▼李大統領，光復節演説で慰安婦問題
に関し，戦時の女性人権問題であり日本政府
の責任ある措置を促すと発言。

16日 ▼ソウル西部地裁，金升淵ハンファグ
ループ会長に懲役 4年，罰金51億㌆の実刑判
決。
20日 ▼セヌリ党，朴槿恵前委員長を大統領
候補に選出。

▼韓米合同軍事演習「乙支フリーダムガー
ディアン」（UFG），開始。
23日 ▼憲法裁判所，インターネット実名制

に違憲判決。
24日 ▼米連邦地裁，サムスン電子が米アッ

プル社の一部特許を侵害したと陪審評決。
27日 ▼ムーディーズ，韓国の国債格付けを
引き上げ。

▼松原国家公安委員長，河野談話の見直し
に意欲を表明。
28日 ▼現代自動車，中国に商用車部門の合

弁会社の四川現代を設立。
9 月 6 日 ▼フィッチ，韓国の国債格付けを引
き上げ。
8 日 ▼李大統領，ロシアのプーチン大統領

と会談。北朝鮮を経由するガスパイプライン
事業で緊密に協力することで合意。
10日 ▼企画財政部，「第 2次財政支援強化
対策」を発表。
12日 ▼サムスン電子，中国西安に NAND
型フラッシュメモリーの新工場を着工。

▼北朝鮮，10日に受け入れ方針を表明した
韓国政府の水害支援を断る。
14日 ▼世宗市への官庁移転，開始。第 1陣
として国務総理室が同日午後より移転開始。

▼ S&P，韓国の国債格付けを引き上げ。

▼統一部，北朝鮮の中央特区開発指導総局
が開城工業団地管理委員会に対し，不正な会
計操作に200倍の罰金を科すことなどを記し
た「税金規定施行細則」を通告した，と発表。
16日 ▼民主統合党，文在寅常任顧問を大統

領候補に選出。
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19日 ▼安哲秀，大統領選への出馬を公式に
宣言。
21日 ▼朴槿恵候補，朴正熙元大統領の軍事
クーデタや独裁体制下での被害者とその家族
に対して公式に謝罪。
26日 ▼熊津グループの熊津ホールディング

スと極東建設，資金繰り悪化でソウル中央地
裁に法廷管理申請。
10月 7 日 ▼韓米ミサイル交渉，妥結。韓国の
弾道ミサイルの射程を800㎞に延長。
9 日 ▼金融当局，570億㌦規模の日韓通貨

スワップ拡大措置について，契約延長をしな
い方針を表明。
11日 ▼韓国銀行，基準金利を3.00％から
2.75％に引き下げ。
16日 ▼李大統領の私邸用地不正購入疑惑事

件の特別捜査チーム，李大統領の長男の李始
炯など10余人に対し，出国禁止措置。

▼現代重工業，サウジアラビア電力公社か
ら石油火力発電所の建設受注を発表。

▼南西部海上で不法操業中の中国漁船員，
海洋警察が撃ったゴム弾で死亡。
18日 ▼国連安全保障理事会，韓国を非常任
理事国に選出。

▼趙泰永外交通商部報道官，安倍自民党総
裁などの靖国神社参拝に対し，韓国の国民感
情に配慮しない無責任な行為と批判。
24日 ▼韓米安保協議（SCM）開催。北朝鮮

のミサイル発射前の段階で打撃する「キル・
チェーン」システムの構築，韓米連合司令部
解体後の代替機構新設などで合意。
11月 2 日 ▼米環境保護局，現代自動車と起亜
自動車製品に燃費性能の過大表示があると発
表。
5 日 ▼霊光原発 2基，冷却装置部品の品質

保証書偽造が発覚し，稼動中断。

▼朴槿恵候補，南北関係発展のためなら北

朝鮮の指導者にも会うと述べる。
6 日 ▼文在寅候補と安哲秀候補，野党候補

の一本化に合意。
14日 ▼文在寅候補と安哲秀候補間の野党候

補一本化交渉が中断。
20日 ▼朴泰鎬通商交渉本部長，枝野経済産
業相，陳徳銘中国商務相，日中韓 FTAの交
渉開始を公式宣言。
23日 ▼安哲秀候補，大統領選への不出馬を

表明。
29日 ▼ソウル高裁，靖国神社への火炎瓶放

火犯の中国人に関する日本への犯罪人引渡裁
判の審理を開始。
30日 ▼韓相大検事総長，ソウル高検検事の
収賄，新人検事と女性容疑者の性的関係など，
不祥事の責任を取って辞任を表明。
12月 1 日 ▼北朝鮮の祖国平和統一委員会，朴
槿恵候補が対北朝鮮政策を明確にするよう求
める公開質問を発表。
4 日 ▼保健福祉部，一般飲食店での喫煙を

全面禁止する国民健康増進改正法を施行。
5 日 ▼サムスングループ，サムスン電子の

李在鎔社長の副会長昇進を発表。
6 日 ▼安哲秀，民主統合党の文在寅候補へ

の全面支援を宣言。
12日 ▼政府，北朝鮮のミサイル発射と関連

し，非難声明を発表。
19日 ▼第18代大統領選挙，実施。与党セヌ
リ党の朴槿恵候補が得票率51.6％で当選。
27日 ▼朴次期大統領，大統領職引き継ぎ委
員長に金容俊元憲法裁判所長を任命。

▼趙允旋大統領職引き継ぎ委員会報道官，
朴次期大統領が翌年 1月 4日に安倍首相の特
使団と会見すると発表。
31日 ▼朴次期大統領，大統領職引き継ぎ委
員会に 9分科会を設置。

▼国会，次年度予算案を可決せずに越年。
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参考資料 韓　　国　2012年

　 1 　国家機構図（2012年12月31日現在）

（出所）　大統領府ウェブサイト
（http://www.president.go.kr）など
から筆者作成。
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　 2 　国家機関要人名簿
（2012年12月31日現在）

大統領 李明博

　大統領直属機関
大統領室長　 河今烈
監査院長 梁　建
国家情報院長 元世勲
放送通信委員会委員長　 李啓徹
国家科学技術委員会委員長 金道然
原子力安全委員会委員長 姜昌淳
民主平和統一諮問会議首席副議長 金顕彧

　内閣
国務総理（首相） 金滉植
企画財政部長官 朴宰完
教育科学技術部長官 李周浩
外交通商部長官 金星煥
　通商交渉本部長 朴泰鎬
統一部長官 柳佑益
法務部長官 権在珍
国防部長官 金寛鎮
行政安全部長官 孟亨奎
文化体育観光部長官 崔光植
農林水産食品部長官 徐圭龍
知識経済部長官 洪錫禹
保健福祉部長官 林采民
環境部長官 劉栄淑
雇用労働部長官 李埰弼
女性家族部長官 金錦来
国土海洋部長官 権度燁

　国務総理直属機関
国務総理室長 任鍾龍
特任長官 高興吉
法制処長 李載沅
国家報勲処長 朴勝椿
公正取引委員会委員長 金東洙
金融委員会委員長 金錫東
国民権益委員会委員長 李晟補
規制改革委員会民間委員長 金龍潭

　国会
国会議長 姜昌熙

　大法院
大法院長 梁承泰

　憲法裁判所
憲法裁判所長 李康国

　中央選挙管理委員会
中央選挙管理委員会委員長 金能煥

　国家人権委員会
国家人権委員会委員長 玄炳哲

　軍
合同参謀議長 鄭承兆
陸軍参謀総長 曺晶煥
海軍参謀総長 崔潤喜
空軍参謀総長 成日煥
韓米連合司令部副司令官 権五晟
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主要統計 韓　　国　2012年

　 1　基礎統計
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

人 口（年央推計：1,000人） 48,372 48,598 48,949 49,182 49,410 49,779 50,004 
経 済 活 動 人 口（1,000人） 23,978 24,216 24,347 24,394 24,748 25,099 25,501 
消費者物価指数上昇率（％） 2.2 2.5 4.7 2.8 3.0 4.0 2.2 
失 業 率（％）1） 3.5 3.2 3.2 3.6 3.7 3.4 3.2 
為替レート（ 1ドル当たりウォン）2） 955.1 929.2 1,103.4 1,276.3 1,156.0 1,108.0 1,126.8 
（注）　 1）求職期間 4週基準の数値。　 2）終値の平均値。
（出所）　韓国統計庁 国家統計ポータル（http://kosis.kr）。
　 2　支出項目別国内総生産（2005年固定価格） （単位：10億ウォン）

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
最 終 消 費 支 出 615,348 646,907 659,544 667,528 694,584 709,979 725,598 
民 間 487,439 512,095 518,821 518,776 541,537 553,778 563,699 
政 府 127,909 134,807 140,634 148,472 152,811 155,966 161,586 

総 固 定 資 本 形 成 258,199 269,080 263,848 261,234 276,369 273,221 269,702 
建 設 投 資 156,185 158,427 153,942 159,186 153,360 145,756 143,573 
設 備 投 資 86,077 94,070 93,110 83,939 105,516 109,379 107,365 
無 形 固 定 投 資 15,937 16,825 17,164 17,457 17,757 19,077 19,855
在 庫 増 減 10,017 7,202 13,159 -17,102 -2,924 4,059 3,379 
財・サービスの輸出 378,375 426,071 454,249 448,814 514,701 563,688 584,419 
財・サービスの輸入 352,088 393,207 410,568 377,796 442,976 471,720 482,397 
統 計 上 の 不 一 致 198 91 -324 -528 -797 -1,633 -501 
国 内 総 生 産 910,049 956,515 978,499 981,625 1,043,666 1,081,594 1,103,467 
GDP 成 長 率（％） 5.2 5.1 2.3 0.3 6.3 3.6 2.0 
（出所）　表 1に同じ。
　 3　産業別国内総生産（実質：2005年固定価格） （単位：10億ウォン）

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業 26,240 27,294 28,827 29,759 28,444 27,862 27,583 
鉱 業 1,992 1,910 1,922 1,906 1,743 1,663 1,683 
製 造 業 230,893 247,408 254,467 250,568 287,377 308,013 314,860 
電気・ガス・水道業 18,333 19,026 20,199 21,024 21,937 22,574 23,234 
建 設 業 60,564 62,135 60,611 61,716 60,048 57,269 56,526 
卸売・小売・飲食宿泊業 85,793 90,291 91,512 90,726 97,125 101,584 103,819 
運 輸 ・ 保 管 業 37,083 39,137 41,033 38,666 42,657 44,280 44,918 
金 融 ・ 保 険 業 55,612 61,614 64,612 67,425 69,063 70,167 72,497 
不 動 産 ・ 賃 貸 業 64,604 65,525 66,492 66,369 67,210 68,695 68,831 
公 共 行 政 ・ 国 防 50,521 52,184 52,903 54,888 55,768 56,418 57,722 
教 育 サ ー ビ ス 業 48,533 49,971 51,620 52,135 52,753 52,874 53,253 
保 健 ・ 社 会 福 祉 30,389 32,906 34,198 36,898 39,395 41,203 43,930 
情 報 通 信 業 38,239 39,665 41,025 41,934 43,589 45,979 47,882 
事 業 サ ー ビ ス 39,721 41,800 42,991 42,728 44,048 44,475 45,638 
国 内 総 生 産（GDP） 910,049 956,515 978,499 981,625 1,043,666 1,081,594 1,103,467 
（出所）　表 1に同じ。
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　 4　国（地域）別貿易 （単位：100万ドル）
2009 2010 2011 2012

輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支
中 国 86,703 54,246 32,457 116,838 71,574 45,264 134,185 86,432 47,753 134,323 80,785 53,538 
E U 46,608 32,232 14,376 53,507 38,721 14,786 55,727 47,424 8,303 49,371 50,374 -1,003 
日 本 21,771 49,428 -27,657 28,176 64,296 -36,120 39,680 68,320 -28,640 38,796 64,363 -25,567 
ア メ リ カ 37,650 29,039 8,610 49,816 40,403 9,413 56,208 44,569 11,639 58,525 43,341 15,184 
A S E A N 40,979 34,053 6,926 53,195 44,099 9,096 71,801 53,121 18,681 79,145 51,977 27,168 
サウジアラビア 3,857 19,737 -15,880 4,557 26,820 -22,263 6,964 36,973 -30,008 9,112 39,707 -30,595 
台 湾 9,501 9,851 -350 14,830 13,647 1,183 18,206 14,694 3,512 14,815 14,012 803 
香 港 19,661 1,487 18,174 25,294 1,946 23,348 30,968 2,315 28,653 32,606 2,058 30,548 
シンガポール 13,617 7,872 5,745 15,244 7,850 7,395 20,839 8,967 11,872 22,888 9,676 13,212 
オーストラリア 5,243 14,756 -9,513 6,642 20,456 -13,815 8,164 26,316 -18,152 9,250 22,988 -13,737 
ド イ ツ 8,821 12,298 -3,478 10,702 14,305 -3,603 9,501 16,963 -7,462 7,510 17,645 -10,136 
対 世 界 363,534 323,085 40,449 466,384 425,212 41,172 555,214 524,413 30,801 547,870 519,584 28,285 
（注）　受理日基準の数値。
（出所）　韓国貿易協会ウェブサイト（http://www.kita.net）。

　 5　国際収支 （単位：100万ドル）
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

経 常 収 支 14,083 21,770 3,198 32,791 29,394 26,068 43,139 
商 品 収 支 31,433 37,129 5,170 37,866 40,083 31,660 38,338 
サ ー ビ ス 収 支 -13,332 -11,967 -5,734 -6,641 -8,626 -5,850 2,676 
本 源 所 得 収 支 75 135 4,435 2,277 1,016 2,891 4,886 
移 転 所 得 収 支 -4,093 -3,527 -674 -712 -3,079 -2,633 -2,761 
資 本・金 融 勘 定 -14,151 -23,877 -754 -34,651 -27,479 -26,778 -43,619 
金 融 勘 定 -11,025 -21,489 -863 -34,941 -27,261 -26,753 -44,221 
直 接 投 資 -7,588 -17,935 -16,941 -14,948 -22,184 -16,410 -18,628 
海 外 直 接 投 資 -11,175 -19,720 -20,251 -17,197 -23,278 -21,247 -23,627 
外国人直接投資 3,586 1,784 3,311 2,249 1,094 4,837 4,999 
証 券 投 資 -23,230 -26,058 -2,406 49,728 42,480 13,109 10,115 
そ の 他 投 資 41,421 32,188 -23,593 2,039 -21,414 -8,469 -26,898 
派 生 金 融 商 品 484 5,445 -14,369 -3,093 829 -1,031 3,075
準 備 資 産 増（-）・減（+） -22,113 -15,128 56,446 -68,666 -26,971 -13,953 -11,885 
資 本 収 支 -3,126 -2,388 109 290 -218 -25 602 
誤 差 ・ 脱 漏 68 2,107 -2,444 1,861 -1,915 710 481
（出所）　表 1に同じ。       

　 6　国家財政 （単位：兆ウォン）
2006 2007 2008 2009 2010 2011

総 収 入 209.6 243.6 250.7 250.8 270.9 292.3 
総 支 出 ・ 純 融 資 203.6 206.6 234.9 268.4 254.2 273.7 
経 常 支 出 171.3 173.3 201.0 215.1 216.9 235.5 
資 本 支 出 26.5 26.2 28.4 35.2 34.2 34.3 
純 融 資 5.7 7.1 5.5 18.0 3.1 3.9 
統 合 財 政 収 支 6.0 37.0 15.8 -17.6 16.7 18.6 
管 理 対 象 収 支 -8.4 6.8 -11.7 -43.3 -13.0 -13.5 
（出所）　韓国企画財政部ウェブサイト（http://www.mosf.go.kr）。
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